
施

いく。

方　　　針

担 当

策

課 名 足立保健所感染症

の

対策課（取りまとめ）

概

電 話 番 号 03-388

要

0-5372 E-ma

柱

il kansensh

立

o@city.ada

て

chi.tokyo.

7

jp

感染症発生時の対

【

応の円滑化を目指し、

く

月に２回定例開催され

ら

る医師会との会議を活

し

用する等、医師会、薬

】

剤師会、

歯科医師会、

地

訪問看護ステーション

域

及び医療機関との情報

と

共有を積極的に行って

と

いく。

協働・協創
の 取

も

組 み

【目標】3 すべ

に

ての人に健康と福祉を

築

【ターゲット】3.3

く

 2030年までに、

、

エイズ、結核、マラリ

 

ア及び顧みられない

熱

安

帯病といった伝染病を

全

根絶するとともに肝炎

な

、水系感染症及びその

く

他の感染症に対処する

ら

。【関連する理由】感

し

染
ＳＤＧｓが

症対策の

施

充実はSDGsが目指

策

す目標（ターゲット）

群

の達成に直接寄与する

名

施策であるため。【評

5

価】新型コロナウイル

区

目指す目標
ス感染症流

民

行により感染症対策の

の

重要性は一層増した。

命

新型コロナウイルス感

や

染症の法律上の位置付

財

けが５類感染症
（ター

産

ゲッ
に変更となり、法

を

律に基づく行政の関与

守

の終了へ向けた対応に

り

注力するとともに、区

、

内医療機関等の実務担

く

当者を対
ト）との関

象

ら

とした会議を開催し、

し

関係者間の顔が見える

の

関係の構築及び感染症

安

への対応力の向上を図

全

った。
連及び評価

指標

を

(6)定義等を会議開

確

催数（実績）から会議

保

参加回数（実績）へと

す

変更する。これは会議

る

を開催する主体が医師

施

会

備　　　考 であるた

策

め実態に合わせた文言

名

の修正を行うものであ

5

り、数字の考え方に変

.

更はない。また、目標

1

値について、令和

６年

感

度において月２回の定

染

例開催が予定されてい

症

るため上方修正する。

対策の充実

■　定期接種の推進や、結核に関する正しい知識の啓発を行い、結核のまん延を防止する。

■　区民が感染症対策を実践できるよう啓発し、感染症の発生を未然に防止することを目指す。

■　医師会や医療機関等との連携を強化し、感染症発生時の体制を整備することで拡大防止に努める。

施策の方向
( 目 標 )

■　令和元年の足立区結核り患率（人口10万対）は、全国（11.0ポイント）、東京都（13.0ポイント）と比較し、依

　然として高水準であり、特に70代以上の高齢者の新規患者が多く、全体の６割弱を占めている。

■　結核など感染症のまん延を最小限に抑えるため、予防接種の適切な展開を実施するとともに、高齢者や生活習慣

　病患者など、リスクの高い層に対する正しい知識の普及啓発等を行っている。
現　　　状

■　新型コロナウイルス感染症をきっかけとして、手洗いなど、感染症予防策の実践に対する区民の意識は高いもの

　の、インフルエンザ等の感染症は毎年流行を繰り返している。

■　医師会、医療機関との連携強化のため、医師会主催の感染症委員会での情報共有や、医療機関との感染症発生時

　対応訓練を実施している。

■　結核発症のリスクが高い層への継続的なアプローチが必要である。

■　ＢＣＧ接種率を下げないよう、区民に対する正しい知識の普及啓発等が

足

必要である。

■　流行

立

を繰り返すインフルエ

区

ンザ等の感染拡大防止

　

のため、一層の飛沫・

令

接触感染防止の実践に

和

ついて啓発を行う

　必

６

要がある。

■　早期に

年

感染拡大を抑え込むた

度

めには、行政と医師会

施

及び医療機関とのさら

策

なる連携強化を図るこ

評

とが必要であ
課　　　

価

題
　る。

■　乳幼児健

調

診等の機会を活用し、

書

ＢＣＧ接種による小児

(

の重症結核の予防の大

令

切さを周知していく。

和

■　広報媒体等を通じ

５

た啓発により、区民の

年

帰宅時の手洗い実践率

度

向上を図り、感染症発

事

生低減につなげていく

業

。

■　発生情報等を早

実

期に共有し、感染症発

施

生時の対応が円滑に進

)

むよう、医師会主催の

1

会議等で、医療機関へ

 

の情報

　提供を行って



.5 100 100 100
(4)

実　績　値 - 96.4 93.4 92.8 R6 100

達　成　率 0% 0% 108% 96% 93% 93% 93% 93% -

指標名 【成果3】区内の医療機関からの感染症発生届の期日内での提出率

定義等 期限内に提出された発生届数／発生届出総数×100（％）　※新型コロナウイルス感染症を除く
指

単　位 % 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 90 100 100 100
(5)

実　績　値 - 80.8 84.8 75.6 R6 100

達　成　率 0% 0% 90% 81% 85% 85% 76% 76% -

指標名 【活動3】医師会との感染症対策会議実施回数

定義等 会議参加回数（実績）
指

単　位 回 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 50 50 4 19
(6)

実　績　値 - 48 72 91 R6 19

達　成　率 0% 0% 96% 253% 144% 379% 著増 479% -

単位:千円

3 投入コスト 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

事業費 10,778,238 9,030,725 5,057,534

人件費 381,835 429,412 361,017

総事業費 11,160,073 9,460,137 5,418,551

前年比(金額) 7,666,219 △1,699,936 △4,041,586

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】結核り患率（人口10万対）　※低減目標

定義等 結核患者新規登録者数／当該年10月1日人口（外国人登録含む）×100,000　〈10万人あたりの割合〉　※年度でなく暦年
指

単　位 ー 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 16.6 16.1 15.6 15.1 14.9
(1)

実　績　値 9.5 12.5 12.4 12.2 R6 14.9

達　成　率 175% 157% 129% 119% 126% 120% 124% 122% -

指標名 【活動1】乳幼児のＢＣＧ定期予防接種率

定義等 当該年度の乳幼児のＢＣＧ定期予防接種実施者数／当該年度の乳幼児のＢＣＧ定期予防接種対象者数×100
指

単　位 % 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 99 99 99 99 100
(2)

実　績　値 103.3 92.7 90.8 94.4 R6 100

達　成　率 104% 103% 94% 93% 92% 91% 95% 94% -

指標名 【成果2】最流行期（週）のインフルエンザ定点報告数　※低減目標

定義等 インフルエンザ定点医療機関からのインフルエンザ報告数／インフルエンザ定点医療機関
指

単　位 ー 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 30 30 30 30
(3)

実　績　値 - 0 14.7 19.2 R6 30

達　成　率 0% 0% 0% 0% 204% 204% 156% 156% -

指標名 【活動2】帰宅時に手洗いを実施している区民の割合

定義等 世論調査で「帰宅時に手洗いを実施している」と答えた区民の割合
指

単　位 % 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 89



率

に伴い、令和６年度は

と

感染症予防対策の普及

も

啓発により一層

注力す

に

る予定である。従来の

徐

あだち広報やホームペ

々

ージ等での啓発を継続

に

しつつ、効果的な普及

減

啓発の手法を検討する

少

。

指標(5)　発生届

し

の提出が遅延した場合

て

、遅延理由書の提出を

い

指示するとともに、今

る

後改善するよう指導を

。

行う。また、医療機関

な

への郵送物の一斉発送

お

の際に発生届の期日内

、

提出を促す文書の同封

令

や、医師会との会議の

和

場を活用した注意喚起

２

を行う。

指標(6)　

年

新型コロナウイルス感

度

染症の５類移行及び経

か

過措置の終了に伴い、

ら

令和６年度の医師会と

令

の会議は毎月２回とな

和

る。会

議の定期開催は

５

継続するため、区内感

年

染症発生状況等の情報

度

共有を図るとともに、

に

必要に応じて対応の協

か

議等を行う。

けて目標を大きく達成しているが、新型コロナウイルス感染症の

4

影響により日本に入国

 

する外国人の減少等

に

担

よる一時的な変動であ

当

ることが考えられるた

部

め、令和６年度の目標

に

について再設定は行わ

お

ないこととする。

指標

け

(2)　新型コロナウ

る

イルス感染症の５類移

評

行により受診控えが減

価

った影響か、昨年度よ

（

りも接種率は上昇した

部

ものの、目標値

には達

長

しない実績となった。

評

※　実績値は０歳児の

価

人数が年度月別で最も

－

多い４月時点の人数で

１

算出しており、年度平

次

均の人数で算出すると

評

96.8％となる。

指

価

標(3)　インフルエ

）

ンザ定点報告数が増加

そ

した要因としては、新

の

型コロナウイルス感染

１

症の５類移行に伴う感

1

染症対策の緩和及

び近

)

年インフルエンザの流

施

行がなかったことに伴

策

う免疫力の低下が考え

の

られる。

指標(4)　

達

帰宅時に手洗いを実施

成

している区民の割合は

状

ほぼ横ばいであり、高

況

水準を維持している。

と

新型コロナウイルス感

そ

染症の

影響により、感

の

染対策の行動が定着し

原

たものと考えられる。

因

指標(5)　区内の医

の

療機関からの感染症発

分

生届の期日内での提出

析

率は前年比低下した。

指

本来診断後ただちに提

標

出すべき発生届が、

数

(

日経ってから提出され

1

る事例が散見される。

)

指標(6)　新型コロ

　

ナウイルス感染症に係

目

る情報共有や対応の協

標

議のため、毎週定例の

値

医師会との感染症対策

を

会議実施回数が大幅

に

達

増加した。

2)達成状

成

況と原因分析を踏まえ

し

た今後の方向性

指標(

て

1)　結核対策につい

お

て、患者への受療支援

り

、服薬指導及び接触者

、

への健診フォローに引

新

き続き注力していく。

規

とりわけ、出

入国の活

登

発化に伴う外国人患者

録

の増加が懸念されるた

者

め、円滑なコミュニケ

数

ーション手段の確保及

（

び対応方法のブラッシ

R

ュアップ

を図る。

指標

4

(2)　結核に対する

年

予防接種効果の高いＢ

8

ＣＧワクチンについて

6

、あだち広報、区ホー

人

ムページ、SNS、予

か

防接種ナビ等を活用

し

ら

て、最新情報をお知ら

R

せするとともに、接種

5

漏れがないよう周知し

年

ていく。

指標(3)　

8

医療機関からの報告の

5

注視を継続し、流行時

人

の注意喚起の実施や対

）

応の想定を行う。

指標

、

(4)　新型コロナウ

り

イルス感染症の５類移

患

行及び経過措置の終了



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

予防接種事業 保健予防課3841 2,407,063 35,977 2,443,040 拡充 Ａ

感染症予防・患者医療費公費負担事業 足立保健所感染症対
策課3842 716,433 201,575 918,008 改善・変更 Ａ

感染症検査事業 足保・生活衛生課3865 10,134 40,437 50,571 現状維持 Ａ

足立保健所管理運営事務【投資】 衛生管理課17777 9,385 1,172 10,557 現状維持 Ｂ

新型コロナウイルスワクチン接種事業 保健予防課22858 1,914,519 81,856 1,996,375 改善・変更 Ａ

合計５事業 5,057,534 361,017 5,418,551

3)施施策の手段として位置付け



施

ようとする衛生管理の

策

手法のこと。

担 当 課 名

の

足保・生活衛生課（取

概

りまとめ）

電 話 番 号 0

要

3-3880-537

柱

5 E-mail sei

立

katueisei@

て

city.adach

7

i.tokyo.jp

【

　生活衛生課の許認可

く

施設に関する騒音等の

ら

苦情について、環境部

し

生活環境保全課と協力

】

して対応している。

　

地

ごみ屋敷対策、不法投

域

棄対策、落書き対策に

と

ついては、ビューティ

と

フル・ウインドウズ運

も

動との一環として危機

に

管

理部・地域のちから

築

推進部・絆づくり担当

く

部・福祉部・衛生部・

、

都市建設部等の各所管

 

と連携し庁内協働を進

安

めてい

協働・協創 る。

全

の 取 組 み

【目標】6 

な

安全な水とトイレを世

く

界中に/11住み続け

ら

られるまちづくりを【

し

ターゲット】6.b水

施

と衛生の管理向上にお

策

ける地域社会の参加を

群

支援・強化する/11

名

.6大気や廃棄物を管

5

理し、都市の環境への

区

悪影響を減らす【関連

民

する理由
ＳＤＧｓが

】

の

食品や水等、区民生活

命

に係る衛生の確保によ

や

り公衆衛生の向上を目

財

指しているため/ごみ

産

屋敷や不法投棄など廃

を

棄
目指す目標

物の適切

守

な管理を行うことによ

り

り、都市や生活環境の

、

保全を図り、住み続け

く

られる美しいまちの実

ら

現を目指している
（タ

し

ーゲッ
ため。【評価】

の

令和5年度の検査適合

安

率は93.6％、関係

全

施設の監視数は8,2

を

40件であった。事業

確

者による衛生管理の向

保

ト）との関
上を目指し

す

、効果的な監視指導を

る

実施する。ごみ屋敷対

施

策は令和5年度ごみ屋

策

敷相談32件、継続案

名

件47件、計79件の

5

連及び評価
うち解決4

.

0件と継続案件の解決

2

にも取り組んだ。また

食

、不法投棄防止の啓発

品

活動に取組んだ結果、

等

通報件数が令和4

年度

の

比110件（6.8％

安

）減、処理個数が令和

全

4年度比878個（1

確

1.1％）減少した。

保

【活動指標1】食品衛

と

生法の改正に伴う対象

生

施設数の減少等の影響

活

によりR6目標値を下

環

方修正（8,519件

境

→8,017件）

備　

の

　　考 【活動指標2-

維

2】R5実績値確定及

持

び実績値の5％減の再

・

計算によりR6目標値

改

を下方修正（7,29

善

8個→6,680個）

■　食品や水、薬品等の安全確保を図るために、営業者及び関連施設への検査や立ち入り指導を実施する。

■　区内の土地・建物の利用や管理について、良好な生活環境を保全するために、ごみ屋敷、不法投棄、落書きを減

　らしていく。

施策の方向
( 目 標 )

■　食品・水・薬品等の管理に係る監視指導を粘り強く実施した結果、検査適合率は上昇しており、平成29年度

　91.2%、平成30年度93.2%、令和元年度94.2%となっている。

■　ごみ屋敷（樹木等を除く）対策における直近3年の解決件数は年平均約27件超、不法投棄対策は「不法投棄110番

」を開設し、処理個数はピーク時の平成24年に比べ半減した。
現　　　状

■　落書き対策は「落書き110番」を開設し、民有地の落書き消去を支援している。

■　相談や監視指導内容の複雑多様化により、検査適合率100％を目指すためには、施設や検査項目の精査、衛生指

　導に基づき営業者の自主管理を適切に促す等、監視指導業務の効率化を図っていく必要がある。

■　ごみ屋敷対策、不法投棄対策ともに、民有地の適正管理には所有者や居住者の理解が必要である。

■　落書き対策は落書きを「放置しない」ことが大切である。

課　　　題

■　営業者の自主管理に基づく衛生指導の徹底のほか、営業者

足

が自らの営業における

立

食品衛生上の危害要因

区

を正しく

　認識し、Ｈ

　

ＡＣＣＰ（※）に沿っ

令

た適切な衛生管理を行

和

えるよう監視指導し、

６

公衆衛生の向上に寄与

年

していく。

■　ごみ屋

度

敷対策は対象者に寄り

施

添いつつ、粘り強い指

策

導を継続し解決を図る

評

。不法投棄対策は民有

価

地の不法投棄物

　撤去

調

を支援し、きれいなま

書

ちの実現を図る。

■　

(

落書き対策は落書きゼ

令

ロを目指す。
方　　　

和

針

（※）食品等事業者

５

自らが食中毒菌汚染や

年

異物混入等の危害要因

度

（ハザード）を把握し

事

た上で、原材料の入荷

業

から製

品の出荷に至る

実

全工程の中で、それら

施

の危害要因を除去又は

)

低減させるために特に

1

重要な工程を管理し、

 

製品の安全

性を確保し



指標名 【活動2-2】不法投棄処理個数

定義等 不法投棄を処理した個数　目標値＝前年度の処理個数の5％減　実績値＝一年間の処理個数【低減目標】
指

単　位 個 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 8,960 8,066 6,797 7,514 6,680
(5)

実　績　値 8,491 7,154 7,910 7,032 R6 6,680

達　成　率 106% 79% 113% 93% 86% 84% 107% 95% -

指標名 【活動2-3】落書き消去率

定義等 落書き消去件数の累計÷落書き受付件数の累計
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 98 100 100 100 100
(6)

実　績　値 98.1 98.5 95 98.5 R6 100

達　成　率 100% 98% 99% 99% 95% 95% 99% 99% -

単位:千円

3 投入コスト 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

事業費 78,644 87,700 113,743

人件費 557,356 544,438 558,901

総事業費 636,000 632,138 672,644

前年比(金額) 12,239 △3,862 40,506

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】食品・水・薬品及び関連施設等の検査適合率

定義等 食品収去検査適合率、環境衛生関係理化学的検査等検査適合率、シアン廃水検査適合率の平均
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 97 98 98 98 100
(1)

実　績　値 96.2 95.7 95.6 93.6 R6 100

達　成　率 99% 96% 98% 96% 98% 96% 96% 94% -

指標名 【活動1】食品・水・薬品及び関連施設等の監視指導数

定義等 食品関係営業施設、環境衛生関係施設、メッキ工場の監視数の合計
指

単　位 件 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 8,818 8,018 8,017 8,017
(2)

実　績　値 - 7,048 6,867 8,240 R6 8,017

達　成　率 0% 0% 80% 88% 86% 86% 103% 103% -

指標名 【成果2】ごみがなく地域がきれいになったと感じる区民の割合

定義等 世論調査による
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 50 50 50 50
(3)

実　績　値 - 58.2 59.8 57.4 R6 50

達　成　率 0% 0% 116% 116% 120% 120% 115% 115% -

指標名 【活動2-1】ごみ屋敷の解決率

定義等 ごみ屋敷解決件数の累計÷ごみ屋敷受付件数の累計（ごみ屋敷のみの数値）
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 80 80 80 80 80
(4)

実　績　値 82.8 84.1 85.4 89 R6 80

達　成　率 104% 104% 105% 105% 107% 107% 111% 111% -



浴

0件、継続案件37件

槽

、計157件のうち落

水

書き消去数144件と

や

なった。美しいまちの

プ

実現に大きく貢献

した

ー

と考える。

2)達成状

ル

況と原因分析を踏まえ

水

た今後の方向性

【指標

検

1】

　事業者に対して

体

計画的に監視指導を行

に

っていく中で、不適事

お

業者に対しては、原因

い

究明及び再発防止の指

て

導を行い、再検査の実

は

施による改善状況の確

配

認も行っていく。また

管

、施設立ち入り時には

の

、衛生管理の実施状況

洗

を確認し、施設に応じ

浄

た管理方法につい

て助

や

言、指導を行うともに

消

、レジオネラ感染症や

毒

食中毒予防対策につい

が

て適切な指導を行う。

不

さらに、食品関係事業

十

者等に対する

実務講習

分

会、業態別講習会など

で

でも衛生管理指導を行

あ

っていく。

【指標2】

っ

　今後も計画的に監視

た

指導に取り組んでいく

。

。監視指導においては

特

事業者の自主的衛生管

定

理の向上を重視する。

建

【指標3・4・5・6

築

】

　日頃からビューテ

物

ィフル・ウインドウズ

の

運動の一環として、事

空

業展開する中で「美し

気

いまち」の実現のため

環

、以下の取り組みを

行

境

う。

【ごみ屋敷対策】

測

　新規事業であるごみ

定

屋敷対策相談医と連携

に

し、ごみ屋敷要支援者

お

に応じた対策を図ると

い

ともに、関係機関との

て

連携を一層深め、

医療

は

・介護など適切なサー

、

ビスにつなげ、要支援

一

者が抱える課題の根本

部

的解決と生活再建を図

施

る。また、ごみ屋敷対

設

策事業ＰＲ動

画を活用

で

し区民等に情報を発信

換

していく。

【不法投棄

気

対策】

　ＳＮＳ等を活

設

用した情報発信による

備

周知と、幅広い世代に

の

魅力的なノベルティグ

4

不

ッズの配布等により、

適

通報協力員からの通報

切

件

数の増加を図る。ま

な

た、LINEによる通

使

報受付を開始したこと

用

に伴い、幅広い年代か

が

らの通報増加を目指し

あ

啓発を強化していく。

っ

【落書き対策】

　年2

た

回（夏季及び年末年始

 

。

）の刑法犯認知件数の

ま

多いエリアを中心とし

た

た落書き点検を実施す

、

るとともに、区民に落

食

書き110番通

報を呼

品

びかけ、新規の落書き

検

を早期発見・早期消去

体

する。ＳＮＳ等情報発

に

信を行い、落書きは犯

お

罪である旨のアピール

担

い

や、区民に

通報を呼び

て

かけ、新規の落書きを

は

発見、消去する。落書

手

きをしない・させない

指

ための啓発を展開し、

、

「落書きゼロ」にする

器

。

具類や

当

原材料の生野菜等の洗

部

浄、消毒が不十分であ

に

った。令和4年度と比

お

較して検査適合率が低

け

下した原因とし

て、衛

る

生管理計画や衛生管理

評

マニュアル等に基づき

価

日常的な管理を実施す

（

ることを原則としてい

部

るものの、これらが形

長

骸化し、衛

生管理に対

評

する意識が低下したも

価

のと推察している。さ

－

らに、環境衛生関係施

１

設においては、新型コ

次

ロナウイルス感染症が

評

5類移

行後、施設利用

価

者の増加に対応した衛

）

生管理体制が整ってい

そ

なかったことも要因の

の

一つと考えている。

【

１

指標2】

　事業計画ど

1

おりに監視指導を実施

)

できたため、目標を上

施

回った。

【指標3】

　

策

第52回足立区政に関

の

する世論調査において

達

、ごみがなく地域がき

成

れいになったと感じる

状

区民の割合肯定的評価

況

（「そう思う」＋

「ど

と

ちらかといえばそう思

そ

う」）が5割を超えた

の

。ビューティフル・ウ

原

インドウズ運動の活動

因

が寄与していると考え

の

られる。

【指標4】

　

分

令和5年度単年では年

析

間でごみ屋敷のみの相

【

談は32件、解決40

指

件(令和4年度以前か

標

ら対応継続分含む)で

1

あり、累計相談受付数

】

35

4件に対し、解決

　

数315件と8割を超

一

える解決率となった。

部

ごみ屋敷対策は、根本

の

解決と再発防止という

施

観点から職員の粘り強

設

い取

り組みと様々な課

に

題解決に関わる庁内各

お

課、関係機関と連携を

い

して取り組み、特に周

て

辺に影響を及ぼす美観

衛

上問題のある案件で、

生

令和5年度目標10件

管

について、重点的に取

理

り組んだ結果、6件を

が

解決した。

【指標5】

不

　不法投棄防止キャン

十

ペーン等の啓発活動を

分

行ったことにより、処

で

理個数が7,032個

あ

と前年度比878個（

っ

11.1％）減となり

た

目標を上

回った。不法

こ

投棄対策はしょうぶま

と

つりや千本桜祭り、ワ

か

ンパト講習会などで積

ら

極的にキャンペーンを

、

展開したことにより、

目

通報

協力員の新規登録

標

者が627人増加した

に

。

【指標6】

　落書き

達

対策は通報啓発と職員

し

による落書き点検（夏

な

季・年末年始の2回及

か

）の実施等早期発見・

っ

消去に取り組んだこと

た

により、

令和5年度落

。

書き通報等受付数12



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

環境衛生営業許可監視指導事業 足保・生活衛生課3828 7,156 78,584 85,740 現状維持 Ｂ

防疫・害虫等駆除事業 足保・生活衛生課3832 7,280 8,535 15,815 現状維持 Ｂ

食品衛生営業許可監視指導事業 足保・生活衛生課3833 4,483 125,520 130,003 縮小 Ａ

診療所、薬局等の許可及び相談事業 足保・生活衛生課3834 5,071 65,270 70,341 現状維持 Ａ

食品・水等検査事業 足保・生活衛生課3866 12,333 32,549 44,882 改善・変更 Ａ

環境保全対策事業 生活環境保全課3893 30,059 133,888 163,947 現状維持 Ａ

動物愛護衛生事業 足保・生活衛生課13485 34,393 52,707 87,100 拡充 Ｂ

生活環境保全対策事業 生活環境保全課16371 12,968 61,848 74,816 改善・変更 Ａ

合計８事業 113,743 558,901 672,644

3)施施策の手段として位置付け



施

め、スキルアップ研修

策

や養成講座等を行い、

の

　育成及び増員に努め

概

る。

■　特殊詐欺被害

要

の未然防止・拡大防止

柱

を図るため、抑止効果

立

の高い自動通話録音機

て

の無償貸与や携帯電話

7

抑止装

　置の設置促進

【

を進めていく。
方　　

く

　針

担 当 課 名 産業政策

ら

課（取りまとめ）

電 話

し

番 号 03-3880-

】

5385 E-mail

地

sho-cen@ci

域

ty.adachi.

と

tokyo.jp

　消

と

費者団体・消費者グル

も

ープへの活動支援。

　

に

くらしのおたすけ隊（

築

消費生活啓発員）への

く

活動支援。

　特殊詐欺

、

対策において警察と連

 

携。

協働・協創
の 取 組

安

み

【目標】12つくる

全

責任つかう責任　

【タ

な

ーゲット】12.8　

く

2030年までに、あ

ら

らゆる場所の人々が持

し

続可能な開発および自

施

然と調和したライフス

策

タイルに
ＳＤＧｓが

関

群

する情報と意識を持つ

名

ようにする。
目指す目

5

標
【関連する理由】情

区

報発信や啓発などを実

民

施することは、消費者

の

被害・特殊詐欺被害の

命

未然防止、安全・安心

や

な生活
（ターゲッ

を区

財

民自ら行うことに繋が

産

る。
ト）との関

【評価

を

】定期的に消費者セン

守

ターと危機管理課で消

り

費者被害相談や特殊詐

、

欺被害状況の情報共有

く

を行い、速やかな情
連

ら

及び評価
報発信に努め

し

た。

■　課題及びSD

の

Gsが目指す目標（タ

安

ーゲット）との関連及

全

び評価については政策

を

経営課と協議し一部変

確

更

備　　　考 ■　指標

保

（４）目標値について

す

は、コロナ禍後を踏ま

る

えて現状に合わせて下

施

方修正した

策 名 5.3 消費者被害や特殊詐欺被害を未然に防ぎ、区民の暮らしを守る

■　消費者が安心して日常生活を送れるよう、様々な世代に向けた啓発活動の充実を図り、消費者センターの存在

　を広く周知し、消費者被害の減少及び消費生活の向上を目指す。

■　くらしのおたすけ隊（消費生活啓発員）の育成を行い、地域の中での活躍を通じて、消費生活に関する知識を

施策の方向 　持つ自立した消費者を増やす。

( 目 標 ) ■　特殊詐欺被害の減少を目指し、被害防止の取組みを一層強化する。

■　消費生活相談件数は近年増加傾向にあり、特に全世代でインターネットやスマートフォン等が普及したことに

　より、関連する相談が増加している。

■　消費者講座や出前講座の実施、ＳＮＳや広報等での情報発信、くらしのおたすけ隊（消費生活啓発員）による

　啓発活動を支援するなど、消費生活情報の提供や知識向上に取り組んでいる。
現　　　状

■　特殊詐欺の被害件数は令和４年に増加に転じ、区内における令和５年の被害総額は約２億円に達している。

■　多様化・複雑化する消費者問題を解決するためには、一人で悩まず気軽に消費者センターへ相談することは重

　要であり、被害にあわないための情報周知を行うとともに、相談へと導くための周知が必要である。

■　くらしのおたすけ隊（消費生活啓発員）の地域での身近な啓発

足

活動を広げるためには

立

、活動するための支援

区

を

　拡充し、活動しや

　

すい環境を整える必要

令

がある。

■　特殊詐欺

和

被害の発生を防ぐため

６

には、特に被害にあい

年

やすい高齢世帯を中心

度

に、注意喚起だけでな

施

く、より一
課　　　題

策

　層踏み込んだ対策が

評

必要である。

■　１８

価

歳への成年年齢引き下

調

げ（令和４年４月１日

書

）により、自ら契約行

(

為を行えるようになっ

令

たことでマルチ商

　法

和

等のトラブルに巻き込

５

まれることへの対策が

年

必要である。

■　消費

度

者問題の被害者・加害

事

者にならないための情

業

報を、ＳＮＳや広報等

実

で様々な世代に向けて

施

発信していく。  

■

)

　くらしのおたすけ隊

1

（消費生活啓発員）の

 

啓発活動促進を図るた



た台数の累計
指

単　位 台 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - - 10,399 12,494 14,500
(5)

実　績　値 6,755 8,399 10,494 12,415 R6 14,500

達　成　率 0% 47% 0% 58% 101% 72% 99% 86% -

指標名 特殊詐欺防止に係わる情報発信回数

定義等 特殊詐欺被害減少のため、広報やSNS等で区民に情報を発信する回数
指

単　位 回 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - - 60 60 60
(6)

実　績　値 63 57 55 52 R6 60

達　成　率 0% 105% 0% 95% 92% 92% 87% 87% -

単位:千円

3 投入コスト 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

事業費 4,214 5,927 6,740

人件費 66,440 67,877 73,112

総事業費 70,654 73,804 79,852

前年比(金額) △8,623 3,150 6,048

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 消費生活相談解決率

定義等 消費者センターで受ける消費生活相談において、何らかの解決に導いた件数の占める割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 98 98 98 98 98
(1)

実　績　値 97.8 97.8 97.3 97.4 R6 98

達　成　率 100% 100% 100% 100% 99% 99% 99% 99% -

指標名 消費生活に係わる情報発信回数

定義等 消費者被害の減少のため、広報やSNS等で区民に情報を発信する回数
指

単　位 回 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 50 50 50 50
(2)

実　績　値 56 46 60 80 R6 50

達　成　率 0% 112% 92% 92% 120% 120% 160% 160% -

指標名 くらしのおたすけ隊（消費生活啓発員）が啓発活動を行った対象人数

定義等 くらしのおたすけ隊が地域において啓発した回数
指

単　位 人 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 1,000 1,500 1,500 2,000
(3)

実　績　値 - 905 1,119 1,202 R6 2,000

達　成　率 0% 0% 91% 45% 75% 56% 80% 60% -

指標名 区内における特殊詐欺の被害件数

定義等 警視庁が公表する特殊詐欺の被害件数　※低減目標
指

単　位 件 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 122 95 90 99 119
(4)

実　績　値 99 93 127 130 R6 119

達　成　率 123% 120% 102% 128% 71% 94% 76% 92% -

指標名 自動通話録音機の貸与合計（累計）

定義等 自動通話録音機を貸与し



契

約、ＳＮＳ

を利用した

約

口コミ型勧誘による契

が

約等、様々な消費者問

日

題に繋がっている。

 

常

 消費者センターでは

化

、区民が消費者問題の

し

被害者・加害者になら

、

ないために、啓発物や

関

講座等、世代に合わせ

連

た情報伝達手段を

活用

し

・工夫し被害にあわな

た

いための情報を発信し

相

ていく。令和４年４月

談

に成年年齢が１８歳に

が

引き下げられたことに

継

より、若者の

消費者被

続

害を防ぐ対策として、

し

若者向け相談事例集の

て

新成人への送付や、高

多

校・大学などで消費者

く

教室を実施し、若者に

寄

向けた消

費者被害の未

せ

然防止・拡大防止に力

ら

を入れ取り組んでいく

れ

。また、地域包括支援

た

センターを介して、高

。

齢者がターゲットとな

昨

る事

例を中心に啓発物

年

の配布を行っていく。

度

さらに、くらしのおた

は

すけ隊（消費生活啓発

5

員）が新型コロナウイ

,

ルス感染症の５類移行

3

後に多くの啓発活動が

3

できるよう、啓発方法

8

のアドバイスや活動の

件

場の提供など、更なる

の

活動支援を行っていく

相

。

  危機管理課では

談

、引き続き自動通話録

が

音機設置の啓発を行う

寄

。また、直近で被害件

せ

数が増加傾向にあるＳ

ら

ＮＳ投資型詐欺、ロマ

れ

ンス詐欺といった新た

た

な手口に対して区内４

が

警察と連携し、迅速に

、

対応することで被害を

消

未然に防ぐ対策を講じ

費

ていく。

生活相談解決率の実績

4

値は概ね目標通りであ

 

る。

【指標２】悪意の

担

ある契約を勧める事業

当

者との契約トラブルは

部

後を絶たず、被害にあ

に

わないよう、様々な世

お

代に向けて様々な方法

け

・手段で情報を発信し

る

、消費者被害の未然防

評

止・拡大防止の啓発を

価

行った。多く寄せられ

（

る相談を速やかに情報

部

発信することがで

きる

長

ＳＮＳは発信回数をさ

評

らに増やし、区民に向

価

け適宜注意喚起を行っ

－

た。

【指標３】地域で

１

消費者啓発を行う「く

次

らしのおたすけ隊（消

評

費生活啓発員）」は、

価

気軽に外出できる環境

）

になり、積極的に外出

そ

先で啓発する者もいる

の

が、多くは友人や家族

１

への個別の啓発が中心

1

であったため、目標に

)

は達しなかったが、対

施

面式のイベントや

事業

策

が再開されたことで、

の

消費者センター事業へ

達

の協力を図り、共に啓

成

発を行った。継続的に

状

啓発ができるよう消費

況

者センター啓

発紙等の

と

送付や、啓発に必要な

そ

情報を学ぶ向上講座を

の

開催し、スキルアップ

原

の機会を提供した。ま

因

た、養成講座の開催に

の

より、新

たに10名が

分

くらしのおたすけ隊に

析

登録した。

【指標４】

【

令和４年より３件増で

指

あった。内容としては

標

、還付金詐欺、詐欺盗

１

が減少したものの、サ

】

ポート詐欺をはじめと

新

する架

空料金請求詐欺

型

が２倍以上増加した。

コ

【指標５】区内４警察

ロ

の各交番に啓発ポスタ

ナ

ーを掲示したことに加

ウ

え、新たにイベントで

イ

特設窓口を開設したり

ル

、広報で周知した

りし

ス

たことにより概ね目標

感

値に達した。

【指標６

染

】区保有の周知媒体を

症

活用し毎週特殊詐欺の

は

啓発について周知を行

第

った。地域包括ケア推

５

進課や介護保険課と連

類

携し、事

業者説明会等

感

で、自動通話録音機の

染

チラシを配布した。

2

症

)達成状況と原因分析

へ

を踏まえた今後の方向

移

性

　消費者被害や特殊

行

詐欺被害にあわずに区

し

民が安心して日常生活

た

を送るためには、区民

が

を取り巻く社会情勢の

、

変化などに合わせ、

様

イ

々な情報の提供や支援

ン

を継続して行っていく

タ

必要がある。コロナ禍

ー

でも買い物ができる手

ネ

段としてインターネッ

ッ

トが普及したこ

とや、

ト

全世代にスマートフォ

を

ンが普及したことによ

介

り、スマートフォンを

し

利用した広告・勧誘や

た

インターネット上の契



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

消費者支援事業 産業政策課3611 5,323 33,472 38,795 現状維持 Ａ

消費者センター管理運営事務 産業政策課3612 1,417 39,640 41,057 現状維持 Ａ

合計２事業 6,740 73,112 79,852

3)施施策の手段として位置付け



施

の向上については、青

策

パトによる防犯パトロ

の

ールや防犯カメラの設

概

置アピール、町会掲示

要

板の整備など

といった

柱

犯罪企図者の行動を抑

立

止するための積極的な

て

「攻める防犯」を講じ

7

ていく。
方　　　針

■

【

　犯罪抑止や防犯意識

く

の向上を図るため、区

ら

民が集うイベントにタ

し

ーゲットを絞った出展

】

を実施していく。

■　

地

不法投棄対策は、幅広

域

い世代への情報発信を

と

行うことで区民からの

と

通報件数の増加を図り

も

、落書き対策は、未然

に

防止に向けて「落書き

築

防止グッズ」の貸与を

く

積極的に行うことで「

、

美しいまち」の実現を

 

目指す。

（※）ウォー

安

キング、自宅（屋外）

全

の花の手入れ等、日常

な

活動に防犯の視点を持

く

ち、地域に目を向ける

ら

ことで、子ど

もや地域

し

の安全を守ろうとする

施

活動

担 当 課 名 危機管理

策

課（取りまとめ）

電 話

群

番 号 03-3880-

名

5838 E-mail

5

kikikanri@

区

city.adach

民

i.tokyo.jp

の

　ビューティフル・ウ

命

ィンドウズ運動として

や

全庁的に協働しており

財

、令和5年度に見直し

産

を行い、関係所管と連

を

携し

実現していく。

　

守

警察、消防、町会・自

り

治会等と連携してイベ

、

ントを実施し、地域の

く

安全安心に取り組んで

ら

いる。

協働・協創   

し

不法投棄対策、落書き

の

対策については、ビュ

安

ーティフル・ウィンド

全

ウズ運動の一環として

を

危機管理部・地域のち

確

か

の 取 組 み ら推進部・

保

絆づくり担当部・福祉

す

部・衛生部・都市建設

る

部等の各所管と連携し

施

庁内協働を進めている

策

。

【ターゲット】11

名

.6　16.1　17

5

.17　【関連する理

.

由】刑法犯認知件数を

4

減少させることや不法

ビ

投棄、落書き対策等

を

ュ

警察等と協働して行う

ー

ことは、区民が安全安

テ

心な暮らしを実感でき

ィ

るまちの実現と、パー

フ

トナーシップの推進に

ル

繋
ＳＤＧｓが

がる。ま

・

た、廃棄物、ごみ屋敷

ウ

及び不法投棄等を適正

ィ

に管理することは住み

ン

続けられるまちの実現

ド

にも繋がる。
目指す目

ウ

標
【評価】令和5年の

ズ

刑法犯認知件数が前年

運

から558件増加とな

動

り、体感治安が「良い

の

」と感じる人と「悪い

さ

」と感じる
（ターゲッ

ら

人の割合の差が32.

な

7％と5年ぶりに縮小

る

した。不法投棄対策は

推

通報件数が令和4年度

進

比110件（6.8％

■

）減、処理個数が
ト）

 

との関
令和4年度比8

「

78個（11.1％）

美

減となり、早期発見・

し

早期撤去に取り組んだ

い

。
連及び評価

【指標3

ま

】『「ながら見守り」

ち

へ参加登録した人の数

」

』については、令和5

は

年度に令和6年度の目

「

標値を達成したため

備

安

　　　考 、上方修正し

全

た（4,100→5,

な

000）。【指標5】

ま

『不法投棄処理個数*

ち

低減目標』については

」

、令和5年度の実績に

を

基づ

き算出し直し上方

合

修正した（7,138

言

→6,680）。

葉に、区民、警察、区が一体となって「足立区総ぐるみ」で防犯・美化

の施策を実践しながら、区のボトルネック的課題のひとつである「治安」をさらに改善するとともに、取組み内容を

情報発信することで、区民の体感治安の向上を図る。

施策の方向 ■　区内の土地・建物の利用や管理について、良好な生活環境を保全するため、不法投棄、落書きを減らしていく。

( 目 標 )

■　令和5年の刑法犯認知件数は、令和4年よりもさらに558件（13.2％）増加したことにより、4,222件になった。ま

た居住地域の治安が「良い」と感じる人と「悪い」と感じる人（体感治安）の割合の差は32.7％となり、5年ぶりに

差が縮小した。

■　多種多様な防犯対策を推進することを目的とした「防犯設備の設置及び物品購入補助金」を実施している。
現　　　状

■　自転車盗対策では、区内9高校に対し「自転車カギかけありがとうキャンペーン」を実施し施錠の習慣化を図っ

ている。

■　不法投棄対策は、5月30日～6月30日、12月を「不法投棄防止強化月間」とし、対策強化を行っている。

■　落書き対策は、センサーライトや看板などの落書き防止のための「落書き防止グッズ」の貸与を実施している。

■　刑法犯認知

足

件数は2年連続で増加

立

しているため、各罪種

区

に対して対策を講じて

　

いく必要がある。

■　

令

各罪種に対する取り組

和

みを区民に対して周知

６

を図ることで体感治安

年

の向上につなげる。

■

度

  不法投棄対策は、

施

啓発を強化することで

策

、幅広い世代からの通

評

報につなげる。

■　落

価

書き対策は、未然防止

調

のために情報発信を行

書

っていく必要がある。

(

課　　　題

■　刑法犯

令

認知件数については、

和

「防犯設備の設置及び

５

物品購入補助金」や侵

年

入盗対策物品の無料配

度

布といった直接

的対策

事

、「ながら見守り」（

業

※）「防犯まちづくり

実

推進地区」といった間

施

接的対策を併用すると

)

ともに、各罪種に対

し

1

てあらゆる対策を講じ

 

ていく。

■　体感治安



46% 182% -

指標名 【活動1-4】不法投棄処理個数 ＊低減目標　【施策5-2の再掲】

定義等 不法投棄を処理した個数　目標値＝前年度の処理個数の5％減　実績値＝一年間の処理個数【低減目標】
指

単　位 個 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 8,960 8,066 6,797 7,514 6,680
(5)

実　績　値 8,491 7,154 7,910 7,032 R6 6,680

達　成　率 106% 79% 113% 93% 86% 84% 107% 95% -

指標名 【活動1-5】落書き消去率　【施策5-2の再掲】

定義等 落書き消去件数の累計÷落書き受付件数の累計
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 98 100 100 100 100
(6)

実　績　値 98.1 98.5 95 98.5 R6 100

達　成　率 100% 98% 99% 99% 95% 95% 99% 99% -

単位:千円

3 投入コスト 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

事業費 1,580,523 1,370,012 1,668,816

人件費 325,070 305,759 330,252

総事業費 1,905,593 1,675,771 1,999,068

前年比(金額) 139,987 △229,822 323,297

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】体感治安が「良い」と感じる人の割合

定義等 世論調査
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 60 62 63 65 65.6
(1)

実　績　値 61.6 62.7 64.5 59.5 R6 65.6

達　成　率 103% 94% 101% 96% 102% 98% 92% 91% -

指標名 【活動1-1】区内刑法犯認知件数　※低減目標

定義等 警視庁が公表する刑法犯認知件数（年度は年に読み替え）
指

単　位 件 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 4,700 3,650 2,999 3,350 3,850
(2)

実　績　値 3,693 3,212 3,664 4,222 R6 3,850

達　成　率 127% 104% 114% 120% 82% 105% 79% 91% -

指標名 【活動1-2】「ながら見守り」参加登録者数（累計）

定義等 「ながら見守り」へ参加登録した人の数（累計）
指

単　位 人 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 500 1,658 2,987 3,659 5,000
(3)

実　績　値 1,158 2,487 3,159 4,126 R6 5,000

達　成　率 232% 23% 150% 50% 106% 63% 113% 83% -

指標名 【活動1-3】防犯に関する情報発信件数（「メールけいしちょう」を除く）

定義等 広報紙、SNS等を活用した各種防犯活動の情報発信回数
指

単　位 件 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - - 77 125 100
(4)

実　績　値 65 67 109 182 R6 100

達　成　率 0% 65% 0% 67% 142% 109% 1



運

に、情報発信の方法も

動

工夫し

ていく。また、

の

地域別に体感治安向上

取

につながる影響を分析

り

し、対策を講じていく

組

。

【刑法犯認知件数に

み

ついて】引き続き、全

や

体の3割以上を占める

防

自転車盗の対策及び増

犯

加傾向にある特殊詐欺

に

対策を行っていく。

さ

関

らに全体の１割を超え

す

る万引きについては、

る

事業者とのヒアリング

取

を実施するなど、新規

り

に対策を開始する。ま

組

た、犯罪企図者

の動機

み

形成を抑制・抑止する

を

「攻める防犯」の取り

積

組みに着手する。

【ビ

極

ューティフル・ウィン

的

ドウズ運動の認知度に

に

ついて】各イベントに

行

出展して取り組みを紹

っ

介するだけでなく、取

た

り組みのポイ

ントなど

が

、より具体的な内容を

、

紹介していく。また、

目

人流の増加に伴う転入

標

者に向けた情報発信も

は

検討していく。

生活環

達

境保全課

【不法投棄対

成

策】SNS等を活用し

で

た情報発信による周知

き

や幅広い世代に魅力的

な

なノベルティグッズの

か

配布、LINEによる

っ

通報受付を

開始したこ

た

とにより、幅広い年代

。

からの通報を目指して

体

いく。

【落書き対策】

感

年2回（夏季及び年末

治

年始）、刑法犯認知件

安

数の多いエリアを中心

の

とした落書き点検を実

内

施するとともに、区民

訳

に

落書き110番通報

を

を呼びかけ、新規の落

見

書きを早期発見・早期

る

消去する。SNS等情

と

報発信を行い、落書き

「

は犯罪である旨のアピ

良

ール

や、区民に通報を

い

呼びかけ、新規の落書

」

きを発見、消去する。

と

落書きをしない・させ

感

ないための啓発を展開

じ

し、「落書きゼロ」に

る

する。

人

4

の割合は、若者の減少

 

が目立ち

、さらに女性

担

も減少していた。

【指

当

標２】新型コロナウイ

部

ルスの影響が減少した

に

ことによる人流の増加

お

に伴い全国的に増加傾

け

向である。区としては

る

、全体の約3

割を超え

評

る自転車盗対策を積極

価

的に実施しているもの

（

の目標達成には至らな

部

かった。刑法犯認知件

長

数の内訳をみると、非

評

侵入窃盗

が増加し、「

価

自転車盗」と「車上狙

－

い」が著しく増えてい

１

る。また万引きが１割

次

を超え対策が必要であ

評

る。

【指標３】各イベ

価

ントへの出展、積極的

）

な広報活動、また事業

そ

始まって以来の単独イ

の

ベントを開催したこと

１

で目標を達成した。

【

1

指標(4)】携帯電話

)

抑止装置の設置、自動

施

通話録音機の貸与、特

策

殊詐欺の本物の予兆電

の

話（アポ電）が聞ける

達

「アポ電体験ダイ

ヤル

成

」等の継続的な取組み

状

を実施した。また、刑

況

法犯認知件数の状況や

と

各警察署の取り組み及

そ

び「ながら見守り」を

の

LINEやあだち

広報

原

で積極的に発信したこ

因

とで目標を達成した。

の

【指標(5)】不法投

分

棄防止キャンペーン等

析

の啓発活動を行ったこ

【

とにより、処理個数が

指

7,032個と前年度

標

比878個（11.1

１

％）減とな

り目標を上

】

回った。不法投棄対策

新

はしょうぶまつりや千

型

本桜祭り、ワンパト講

コ

習会などで積極的にキ

ロ

ャンペーンを展開した

ナ

ことに

より、通報件数

ウ

が1,504件と前年

イ

度比110件（6.8

ル

％）減り、処理個数減

ス

にも大きく貢献した。

の

【指標(6)】落書き

影

対策は通報啓発と職員

響

による落書き点検（夏

が

季・年末年始の2回）

減

の実施等早期発見・消

少

去に取り組んだことに

し

より、令和5年度落書

、

き通報等受付数120

イ

件、継続案件37件、

ベ

計157件のうち落書

ン

き消去数144件とな

ト

った。美しいまちの実

等

現に大き

く貢献したと

で

考える。

2)達成状況

ビ

と原因分析を踏まえた

ュ

今後の方向性

危機管理

ー

課

①体感治安のさらな

テ

る向上　②刑法犯認知

ィ

件数3,850件以下

フ

の達成　③ビューティ

ル

フル・ウィンドウズ運

・

動の認知度向上を目標

ウ

に

、各取り組みを継続

ィ

していく。

【体感治安

ン

の向上について】「若

ド

者」「女性」などター

ウ

ゲットを絞った情報発

ズ

信を行っていくととも



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

防犯防火協会助成事務 危機管理課3523 3,300 1,674 4,974 現状維持 Ａ

駐輪場の建設・改修事業 交通対策課3920 86,411 15,062 101,473 現状維持 Ａ

駐輪場の維持管理事業 交通対策課3921 14,963 10,042 25,005 現状維持 Ｂ

まちづくり推進事業管理運営事務 まちづくり課7780 3,713 48,384 52,097 現状維持 Ｂ

協議会運営事務 危機管理課16025 1,075 7,167 8,242 改善・変更 Ａ

防犯活動支援事務 危機管理課16034 563,966 69,374 633,340 拡充 Ａ

駐車場・駐輪場の管理運営事業 交通対策課18691 379,699 29,288 408,987 現状維持 Ａ

自転車の放置対策事業 交通対策課18692 371,980 29,288 401,268 現状維持 Ａ

民営自転車駐車場設置補助金交付事業 交通対策課18693 1,816 8,368 10,184 現状維持 Ａ

防犯カメラ一括管理事業【経常】 道・安全設備課22129 54,665 40,016 94,681 現状維持 Ｂ

防犯カメラ一括管理事業【投資】 道・安全設備課22140 64,431 8,368 72,799 現状維持 Ｂ

駅前等公衆喫煙所整備事業 地域調整課22253 64,152 12,552 76,704 現状維持 Ａ

公衆喫煙所維持管理事業 地域調整課22257 50,688 8,368 59,056 拡充 Ａ

安全安心ステーション管理運営事務 危機管理課22496 7,957 42,301 50,258 拡充 Ａ

合計１４事業 1,

3

668,816 330

)

,252 1,999,

施

068

施策の手段として位置付け



施

仮処分の内容を順守す

策

ることができた。引き

の

続き反社会的団体の監

概

視を継続するととも
連

要

及び評価
に、自主的な

柱

解散・撤退に向け、警

立

察と連携して対応して

て

いく。

備　　　考

7 【くらし】地域とともに築く、 安全なくらし

施 策 群 名 5 区民の命や財産を守り、くらしの安全を確保する

施 策 名 5.5 反社会的団体等の排除

■　地域団体の活動を支援し、警察と連携して、反社会的団体等の排除を目指す。

施策の方向
( 目 標 )

■　「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象団体に、条例に基づく報告請求や行政処分を行っている。

■　暴力団事務所の撤退を目指し、警察と連携して事務所使用差止の申立てを行っている。

現　　　状

■　反社会的団体の規制に関する条例の対象団体を強制的に排除する方策がなく、地域住民の不安を解消するには至

っていない。

■　警察と連携して暴力団等反社会的団体の撤退を目指し、法的対処を行っているが、撤退には至っていない。　　

課　　　題

■　反社会的団体の規制に関する条例の対象団体の排除に向けて、抗議行動や啓発活動に対する支援等、住民協議会

の活動を支援するとともに、条例に基づく対応を継続していく。

■　警察と連携し、区内暴力団事務所の排除に取り組む。

方　　　針

担 当 課 名 危機管理課（取りまとめ）

電 話 番 号 03-3880-5838 E-mail kikikanri@city.adachi.tokyo.jp

　住民協議会及び他自治体、公安調査庁、警察と協働・連携し、「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象

となる団体の解散・撤退を目指して活動を行っている。

協働・協創
の 取 組 み

【目標】16平和と公正をすべての人に【タ

足

ーゲット】16.1 

立

あらゆる場所において

区

、すべての形態の暴力

　

及び暴力に

関連する死

令

亡率を大幅に減少させ

和

る。16.4 203

６

0年までに、違法な資

年

金及び武器の取引を大

度

幅に減少させ、奪われ

施

た
ＳＤＧｓが

財産の回

策

復及び返還を強化し、

評

あらゆる形態の組織犯

価

罪を根絶する。【関連

調

する理由】区民の安全

書

で平穏な生活を確
目指

(

す目標
保するため、警

令

察と連携し、区内の反

和

社会的団体等を排除し

５

ていくことは、すべて

年

の形態の暴力及び組織

度

犯罪を根絶
（ターゲッ

事

することにつながる。

業

【評価】暴力団等反社

実

会的団体の監視を地域

施

団体、警察と連携し継

)

続することにより、犯

1

罪の
ト）との関

防止、

 

暴力団事務所使用差止



度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

事業費 67,981 19,610 11,139

人件費 22,755 29,040 34,454

総事業費 90,736 48,650 45,593

前年比(金額) △78,401 △42,086 △3,057

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象となる団体が所有及び賃貸している施設の数　※低減目標

定義等 「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象となる団体が所有及び賃貸している施設の数
指

単　位 施設 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 2 2 2 2 0
(1)

実　績　値 3 3 3 3 R6 0

達　成　率 67% 0% 67% 0% 67% 0% 67% 0% -

指標名 「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象となる団体の解散撤退を求める住民協議会への支援回数

定義等 「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象となる団体の解散撤退を求める住民協議会への支援回数
指

単　位 回数 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 15 17 19 20
(2)

実　績　値 - 16 18 20 R6 20

達　成　率 0% 0% 107% 80% 106% 90% 105% 100% -

指標名 暴力団事務所撤退に向けた警察や暴追センター等関係機関との協議回数

定義等 暴力団事務所撤退に向けた警察や暴追センター等関係機関との協議回数
指

単　位 回数 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 7 12 15 18
(3)

実　績　値 - 10 12 15 R6 18

達　成　率 0% 0% 143% 56% 100% 67% 100% 83% -

指標名

定義等
指

単　位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年



の解散・脱退を目指し、自主的に活

動する住民協議会を支援している。また、区民の安全及び地域の平穏の確保を図るため反社会的団

4

体に対し、条例に基づ

 

く報告請

求や行政処分

担

を行っている。さらに

当

、２６自治体で組織す

部

る連絡会の会長として

に

、法務大臣・公安調査

お

庁長官要請等、団体の

け

活動

に関する規制強化

る

や解散させるための活

評

動を行っている。しか

価

し、団体を解散させる

（

ための法制度がないた

部

め、未だ解散には至っ

長

ていない。

【指標２】

評

住民協議会全体会や年

価

２回の抗議行動の実施

－

等に加え、令和５年度

１

は、住民協議会が観察

次

処分の更新を求める署

評

名活動

や住民集会を行

価

ったことにより、前年

）

度より住民協議会への

そ

支援回数が増加し目標

の

を上回った。

【指標３

１

】暴力団事務所の撤退

1

を目指し、警察や暴追

)

センターと連携し、事

施

務所使用差し止めの申

策

し立てを行っている。

の

事務所の

撤退に向け、

達

警察、弁護士等の関係

成

者と継続的に協議を進

状

めている。使用差止仮

況

処分の内容は順守され

と

ているが、暴力団等反

そ

社会

的団体の撤退には

の

至っていない。

2)達

原

成状況と原因分析を踏

因

まえた今後の方向性

 

の

区民への脅威や不安感

分

を解消するため、団体

析

規制法適用団体に対す

【

る観察処分の期限撤廃

指

や団体を解散させるた

標

めの法整備を行

い、適

１

切な措置を講ずること

】

を求める要請を継続し

区

て国に要求する。また

は

、施設周辺の地元の町

、

会・自治会の代表者で

日

構成される

住民協議会

常

や他自治体、公安調査

生

庁、警察と連携して対

活

応することで、団体が

の

活動しづらい環境をつ

平

くっていく。

　区内警

穏

察署と共同で暴力団事

に

務所の監視を行い、使

対

用差止仮処分の決定内

す

容を順守していく。こ

る

れらの取り組みを継続

脅

して進め

ながら、警察

威

や暴追センター、弁護

や

士等の関係機関と連携

不

し、区内暴力団事務所

安

排除に向けた取り組み

を

を進めていく。

除去するため、条例の対象となる団体



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

危機管理事務 危機管理課22009 11,139 34,454 45,593 現状維持 Ａ

合計１事業 11,139 34,454 45,593

3)施施策の手段として位置付け



施

行動が将来の気候に影

策

響を与えることをわか

の

りやすく啓発し、意識

概

や行動、ライフスタイ

要

ルの変容につな

　げて

柱

いく。

■　小・中学校

立

との連携を高校・大学

て

へ拡大するとともに、

7

インフルエンサーの起

【

用など、若年層に向け

く

た新たな手

　法により

ら

、環境意識の向上と行

し

動変容につなげていく

】

。

■　区民ニーズや技

地

術革新の動向を考慮し

域

、二酸化炭素の排出削

と

減に貢献する助成制度

と

を継続する。
方　　　

も

針
■　区施設の設備機

に

器を省エネ性能の高い

築

ものに更新するととも

く

に、太陽光発電の導入

、

や電力調達の工夫によ

 

り、再

　生可能エネル

安

ギーの活用を進めてい

全

く。

■　気候変動によ

な

る影響のうち、特に区

く

内の影響が大きいと考

ら

えられる暑さと水害、

し

渇水対策の必要性を啓

施

発すると

　ともに、気

策

候変動適応法に基づく

群

、気候変動適応計画を

名

策定し、被害や影響を

6

回避、軽減する対策を

環

講じていく。

担 当 課 名

境

環境政策課（取りまと

負

め）

電 話 番 号 03-3

荷

880-5935 E-

が

mail kankyo

少

seisaku@ci

な

ty.adachi.

い

tokyo.jp

　省

く

エネルギー機器等購入

ら

費補助制度については

し

、住宅課・地域調整課

を

・産業政策課・地域包

実

括ケア推進課・生活保

現

護指導課と周知や案内

す

の面で協働している。

る

　環境基金の助成事業

施

については、若年層の

策

活動促進に向け、環境

名

基金活用の案内など区

6

内大学と協働している

.

。

協働・協創 　環境学

1

習等の事業については

地

、教育委員会、パーク

球

イノベーション推進課

温

や実施事業者のほか、

暖

環境学習ツアーな

の 取

化

組 み どの事業では友好

対

自治体とも連携し実施

策

している。

　その他、

の

太陽光発電システム設

推

置の促進の一環として

進

、区内の販売店を「そ

■

らとつながるお店（そ

　

らつな店）」と

する登

地

録・紹介制度を継続し

球

て実施している。

【目

温

標】7エネルギーをみ

暖

んなにそしてクリーン

化

に

【ターゲット】7.

対

2 2030年までに

策

、世界のエネルギーミ

の

ックスにおける再生可

啓

能エネルギーの割合を

発

大幅に拡大させ
ＳＤＧ

に

ｓが
る。

目指す目標
【

よ

関連する理由】太陽光

り

発電の導入支援は、再

、

生可能エネルギー割合

区

の拡大につながる。
（

民

ターゲッ
【評価】令和

の

5年度の太陽光発電シ

環

ステム設置費補助件数

境

は、268件であった

意

。FIT（固定価格買

識

取制度）の価格低下
ト

を

）との関
が続き、太陽

高

光発電システムの設置

め

意欲を削ぐ状況が続く

る

中、区内の再生可能エ

。

ネルギーの導入量を増

■

やしていくこ
連及び評

　

価
とができた。今後も

太

補助を継続し、太陽光

陽

発電の導入支援を行っ

光

ていく。

備　　　考

発電の導入支援により、気候変動をもたらす二酸化炭素を排出しない再生可能エネルギーの利用を増や

　す。

施策の方向 ■　環境性能の高い設備機器の導入により、区施設の省エネを推進する。

( 目 標 ) ■　気温や降水量の変化による影響についての情報提供を拡充し、気候変動に備えた対策や行動を促し、被害の回

　避・軽減を図る。

■　節電や節水など省エネルギーを心がけている区民の割合は、2011年の東日本大震災直後の約70％から年々低下

　し、ここ数年は50％前後で推移しており、特に若年層（20代・30代）で低くなっている。

■　オリジナルの教材や出前講座プログラムを提供し、小・中学校と連携して環境学習を実施している。　

■　この5年間で省エネ家電や太陽光発電等に約2万件助成した効果もあり、区内の二酸化炭素排出量は約14％減、発
現　　　状

　電時に二酸化炭素を排出しない再生可能エネルギーの区内の導入量は約33％増となった。

■　区の施設における電気使用量は、照明のLED化などによって5年前に比べ、約14％減となっている。

■　近年の気象災害の中には、地球温暖化の影響で被害が甚大化したケースも少なくない。

■　生活様式や価値観が多様化する中、区民の地球温暖化が及ぼ

足

す影響に関する理解を

立

深め、環境に配慮した

区

行動に

　つなげること

　

が必要である。

■　小

令

・中学校の環境学習を

和

さらに発展させ、具体

６

的な環境行動につなが

年

るような取組みが必要

度

である。

■　再生可能

施

エネルギーの固定価格

策

買取制度の買取価格の

評

低下や10年の買取期

価

間が満了する設備が出

調

始めており、イ

　ンセ

書

ンティブの低下を踏ま

(

えた導入促進策が必要

令

である。
課　　　題

■

和

　区施設の省エネの推

５

進と積極的な再生可能

年

エネルギーの活用に努

度

め、区民・事業者等を

事

牽引していくことが求

業

め

　られている。

■　

実

気候変動により極端な

施

気象の増加が見込まれ

)

、その影響を回避・軽

1

減するための備えが必

 

要である。

■　日々の



25 42,563 45,000
(4)

実　績　値 38,561 39,681 41,112 43,305 R6 45,000

達　成　率 111% 86% 105% 88% 102% 91% 102% 96% -

指標名 【活動2】区の助成により導入された年間の太陽光発電の導入量 

定義等 足立区太陽光発電システム設置費補助金交付要綱に基づき助成、設置された年間の太陽光発電設備の導入量
指

単　位 kW 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - - 720 720 720
(5)

実　績　値 827 649 716 1,846 R6 720

達　成　率 0% 115% 0% 90% 99% 99% 256% 256% -

指標名 【成果3】区施設の年間電気使用量  ※低減目標

定義等 区の施設における年間の電気使用量　
指

単　位 MWh 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - - 55,893 54,719 53,545
(6)

実　績　値 58,242 57,938 58,846 59,549 R6 53,545

達　成　率 0% 92% 0% 92% 95% 91% 92% 90% -

単位:千円

3 投入コスト 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

事業費 160,157 180,982 246,880

人件費 135,004 134,343 139,482

総事業費 295,161 315,325 386,362

前年比(金額) △4,538 20,164 71,037

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】環境のために、節電や節水など省エネルギーを心がけている区民の割合

定義等 世論調査で「環境のために、節電や節水など省エネルギーを心がけている」と答えた区民の割合
指

単　位 % 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 62.3 64.2 66.2 68.1 70
(1)

実　績　値 46.4 48.2 54.5 51.1 R6 70

達　成　率 74% 66% 75% 69% 82% 78% 75% 73% -

指標名 【活動1-1】地球温暖化に関する講座等の実施回数 

定義等 環境部が実施する参加者募集型の講座及び地域や学校等への出前講座の実施回数
指

単　位 回 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - - 190 230 260
(2)

実　績　値 114 147 236 240 R6 260

達　成　率 0% 44% 0% 57% 124% 91% 104% 92% -

指標名 【活動1-2】地球温暖化に関する広報紙やＳＮＳの情報発信回数 

定義等 地球温暖化対策の推進に関する情報発信回数（ホームページ、あだち広報、ＳＮＳ、ポスター、チラシ等配布）
指

単　位 回 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 240 240 280 360 365
(3)

実　績　値 248 241 355 326 R6 365

達　成　率 103% 68% 100% 66% 127% 97% 91% 89% -

指標名 【成果2】区内の再生可能エネルギーの導入容量（累計）

定義等 区内の再生可能エネルギーの導入容量（累計）
指

単　位 kW 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 34,688 37,688 40,1



べ

った。国や東京都の太

る

陽光発電システムへの

と

補助金の拡充が大きく

3

影響していること、ま

ポ

た5年度より

区も「Z

イ

EH・東京ゼロエミ住

ン

宅補助金」を新設する

ト

など、太陽光発電シス

減

テムの導入に対する支

少

援の厚さが、申請件数

し

の増加に寄

与している

た

と言える。

【指標6（

。

成果3）】　区施設の

割

年間電気使用量は、4

合

年度から微増傾向が続

と

いており、目標達成に

し

は至らなかった。区施

て

設では、

クールビズや

は

ウォームビズ、時間外

5

の空調使用の制限など

割

の取組により、年間を

を

通して電気使用量の削

超

減に努めている。しか

え

し、

5年度は1898

る

年以降最も暑い夏と言

も

われるほど、夏の平均

の

気温が上昇し、冷房器

の

具の消費が大きかった

目

ことが電気使用量の増

標

加の

原因と思われる。

達

2)達成状況と原因分

成

析を踏まえた今後の方

に

向性

【指標1・2・3

至

】

　区民の行動が活発

ら

化していくのに合わせ

な

講座の参加者数も増加

か

傾向にある。6年度は

っ

「脱炭素」をメインテ

た

ーマとしつつ、区民

の

。

興味関心が高まるよう

4

な講座を実施し、地球

年

温暖化対策の啓発に努

度

めていく。また、情報

の

発信についても、SN

ポ

Sでの発信が4年度

と

イ

比べると減少している

ン

ため、様々な媒体を活

ト

用した積極的な情報発

上

信に努めていく。6年

昇

度は、年間を通してあ

の

だち広報に「あ

だち環

原

境コラム」と題した「

因

脱炭素」をテーマとし

と

た環境に関する情報を

し

発信していく予定であ

て

る。また、5年度に、

原

区民向けの

簡単な省エ

油

ネ方法など脱炭素につ

価

ながる行動をまとめた

格

リーフレットを新たに

4

の

作成したため、周知啓

高

発を図っていく。

　そ

騰

の成果として、区民の

な

環境に関する意識改革

ど

や行動変容を促し、省

に

エネを心がけている区

よ

民の割合も少しずつで

る

も増加傾向に

なるよう

家

に取組んでいく。

【指

計

標4・5・6】

　5年

 

へ

度の太陽光発電設備の

の

補助件数が、4年度の

影

約1.8倍となりその

響

導入量も例年より大幅

が

増となった。6年度は

考

5年度より予算額

を拡

え

充し、CO₂ 排出削減

ら

効果の高い太陽光発電

れ

システムの普及促進を

た

強化していく。また併

担

が

せて、6年度では「脱

、

炭素」をメイン

テーマ

逆

として、蓄電池設置費

に

補助金や再エネ100

5

電力導入サポートプラ

年

ン協力金などの再生可

度

能エネルギーの普及促

は

進につながる

補助金も

原

拡充して実施する。

　

油

区施設では年間を通し

当

価

て、電気使用量を削減

格

する取組を継続する。

や

また、5年度から区施

電

設の電力契約において

気

、供給電力を再

生可能

料

エネルギー100％由

金

来のものに指定したう

の

えで電力契約をする仕

高

様変更を行った。今後

騰

も省エネ・創エネの取

部

が

組を、区が率

先して実

一

施し、CO₂ 排出削減

旦

を促進していく。

【中

収

長期の方向性】

　区施

ま

設の省エネ・創エネの

っ

取組と区民や区内事業

た

者等への脱炭素に向け

こ

ての啓発・情報発信を

と

より一層拡大していく

が

ことで、20

30年の

に

省

カーボンハーフに向け

エ

た区内のCO₂ 排出削

ネ

減を推進していく。ま

の

た、6年度から新たに

意

環境基金助成において

識

「ecoU（アン

ダー

の

）－30助成」という

減

若年層をターゲットと

少

した助成部門を創設す

に

るなど、課題となって

お

つ

いる若年層への意識改

な

革・行動変容に

つなが

が

る取組にも着手してい

っ

く。

たと想定され

け

る。

【指標2（活動1

る

-1）】 講座数は年

評

々増加しており、目標

価

も達成した。例年開催

（

している講座や「あだ

部

ち環境かるた大会」な

長

どの

事業も予定通り行

評

った。特に、小・中学

価

校からの希望を取って

－

実施する小・中学校出

１

前講座の回数が、4年

次

度と比べると16回多

評

い9

5回の開催に至っ

価

た。また、講座に参加

）

する人数も年々増加傾

そ

向にあり、5年度の講

の

座等参加者数は10,

１

848人となった。対

1

面の講座

や人が多く集

)

まる場への参加におい

施

て、コロナの5類感染

策

症移行により、区民の

の

心理的な障壁も解消さ

達

れた結果と考えられる

成

。

【指標3（活動1-

状

2）】 温暖化対策の

況

推進に関する情報発信

と

は目標達成に至らなか

そ

った。区ホームページ

の

132件、あだち広報

原

36件、

SNS140

因

回、チラシ配布・プレ

の

スリリース等18件と

分

なった。5年度は年度

析

途中における補助事業

【

の拡充や4年度では中

指

止していたリア

ルでの

標

イベントの復活など、

1

想定以上の業務量の増

（

加によりSNSでの発

成

信回数は大きく減少し

果

てしまったものの、そ

1

の分区ホーム

ページで

）

の周知やチラシの配布

】

、プレスリリースでの

　

情報発信が増加した。

「

また、5年度は新たに

環

LINEでのプッシュ

境

型の情報発信

も取り入

の

れて周知を行った。

【

た

指標4（成果2）】　

め

区内の再生可能エネル

に

ギー導入量は、年々増

、

加率も高くなり4年度

省

は2,193ｋWも増

エ

加した。また、新規で

ネ

の

太陽光発電設備によ

に

る10ｋW未満の発電

心

容量が2,000ｋW

が

程増加しており、家庭

け

向けの太陽光発電設備

て

の導入が着実に増えて

い

いると

言える。近年、

る

太陽光発電システムの

」

東京都の補助金の金額

区

等の拡充が顕著であり

民

、区の補助制度と併用

の

して導入するケースが

割

多

く成果につながって

合

いると言える。

【指標

は

5（活動2）】　5年

、

度の太陽光補助金の申

4

請件数は268件と区

年

民ニーズの高まりによ

度

り、受付予定件数を大

と

幅に上回り、その

導入

比

量も目標を大きく上回



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

環境政策一般管理事務 環境政策課3882 1,535 20,920 22,455 現状維持 Ｂ

環境計画推進事業 環境政策課3883 16,027 24,267 40,294 改善・変更 Ａ

環境基金積立金 環境政策課3886 1,339 837 2,176 現状維持 Ｃ

環境保全普及啓発事業 環境政策課3887 15,455 20,882 36,337 改善・変更 Ｂ

環境学習推進事業 環境政策課20498 31,129 41,840 72,969 改善・変更 Ｂ

省エネ・創エネ推進事業 環境政策課21571 181,395 30,736 212,131 改善・変更 Ａ

合計６事業 246,880 139,482 386,362

3)施施策の手段として位置付け



施

などの事業者に対して

策

も、３Ｒの啓発・助言

の

により、さらなるごみ

概

減量を図るととも　

　

要

に、事業系一般廃棄物

柱

の適正処理が安定的・

立

計画的に進められるよ

て

う許可業者への適切な

7

指導を行っていく。
方

【

　　　針
■　プラスチ

く

ック資源循環促進法の

ら

施行に伴い、現在、燃

し

やすごみとして焼却処

】

理しているプラスチッ

地

クの分別回収

　を実施

域

していく。

■　食品ロ

と

スを削減するため、飲

と

食店や流通関係事業者

も

、フードバンク等と連

に

携し効果的な啓発や事

築

業を行う。

担 当 課 名 足

く

立清掃事務所（取りま

、

とめ）

電 話 番 号 03-

 

3853-2141 E

安

-mail keika

全

ku-adachis

な

eisou@city

く

.adachi.to

ら

kyo.jp

　集団回

し

収やフードドライブ（

施

未利用食品の回収）に

策

おいて、区民、区民団

群

体及び事業者と連携し

名

て実施していく。

協働

6

・協創
の 取 組 み

【目標

環

】12持続可能な生産

境

消費形態を確保する【

負

ターゲット】12.5

荷

廃棄物の発生を減らす

が

【関連する理由】
ＳＤ

少

Ｇｓが
　・限られた資

な

源の有効活用と最終処

い

分場の延命のため、大

く

量消費・大量廃棄の生

ら

活を見直し、ごみの減

し

量・資源化
目指す目標

を

　　を推進する。
（タ

実

ーゲッ
　・区民や事業

現

者等の行動変容を促し

す

、ごみの発生抑制、持

る

続可能な資源利用への

施

転換を図る。
ト）との

策

関
【評価】

連及び評価

名

　・区民に対し資源の

6

分別や使い捨てプラス

.

チックの削減に向けて

2

SNSをはじめとする

ご

情報発信を積極的に行

み

うとと

　　もに、食品

の

ロス削減についてはパ

減

ネル展等を通して身近

量

で具体的な啓発を実施

・

した。

【指標3】実態

資

に合わせて、目標値を

源

令和4年度から5年度

化

にかけて上方修正した

の

。

備　　　考 【指標4

推

】コロナ禍以降、在宅

進

の時間が増え、生活様

■

式に影響を及ぼしたこ

　

とで、高い割合が続い

限

ている。実態に合

わせ

ら

て、目標値を下方修正

れ

した。

た資源の有効活用と最終処分場の延命のため、大量消費・大量廃棄の生活を見直し、ごみの減量・資源化

　を推進する。

■　区民や事業者等のごみの減量・資源化の意識を高め、行動変容を促し、ごみの発生抑制、持続可能な資源利用へ

施策の方向 　の転換を図る。

( 目 標 )

■　家庭ごみ量については、世帯と人口の増加に反して、区民一人1日あたりのごみ排出量は減少した

　（平成27年度：561.1ｇ　⇒　令和元年度：533g）。

■　事業系ごみ量については、平成21年度以降は約43,000ｔとほぼ横ばいで推移している。

■　３Ｒ事業により、ごみ削減と資源化率の向上を図ってきたが、最近では海洋プラスチック問題が注目され、廃プ
現　　　状

　ラスチックの削減が求められている。

■　令和元年度に食品ロス削減法が制定されたが、区の家庭から排出される燃やすごみには、未利用食品が3.6％、

　食べ残し等も2.6％含まれている。

■　燃やすごみの中には資源化できるものが多く含まれているため、正しい分別の徹底により資源化を図るととも

　に、無駄な物を買わない等の行動を普及させることで、ごみ排出量を抑制しなければならない。

■　事業系ごみは、リサイクルできる紙類が多く含まれたまま、その他のごみと一緒に焼却されているため、ごみ減

　量のために

足

分別の徹底が必要とな

立

る。

■　限られた資源

区

の有効活用と環境負荷

　

の低減を図るため、使

令

い捨てプラスチックの

和

資源化と削減を進めて

６

いく必要
課　　　題

　

年

がある。

■　食品ロス

度

については、SDGs

施

の「飢餓をゼロに」「

策

つくる責任つかう責任

評

」の目標達成に向けて

価

、社会全体のさ　

　ら

調

なる「もったいない」

書

意識の向上が必要であ

(

る。

■　限られた資源

令

を有効活用するため、

和

「混ぜればごみ　分け

５

れば資源」をわかりや

年

すく周知し、分別の徹

度

底を図る

　とともに、

事

区民に対して３Ｒを広

業

く、粘り強く啓発し、

実

ごみ排出量の抑制を図

施

るとともに、資源回収

)

量及び資源化

　率を向

1

上させていく。

■　オ

 

フィスビルや商業施設



9 R6 3.6

達　成　率 0% 0% 0% 88% 82% 95% 92% 92% -

指標名 【成果②】資源化率

定義等 【資源行政回収量+集団回収量+燃やさないごみ・粗大ごみ資源化量）÷（家庭ごみ排出量+資源行政回収量+集団回収量】
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 20.1 20.5 20.9 21.3 21.5
(5)

実　績　値 19.98 19.79 19.52 19.21 R6 21.5

達　成　率 99% 93% 97% 92% 93% 91% 90% 89% -

指標名 【活動指標②】資源回収量（燃やさないごみ・粗大ごみの資源化量含む）

定義等 行政回収量+集団回収量
指

単　位 t 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 31,100 31,100 31,200 31,300 30,900
(6)

実　績　値 33,136 31,896 30,504 28,992 R6 30,900

達　成　率 107% 107% 103% 103% 98% 99% 93% 94% -

単位:千円

3 投入コスト 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

事業費 6,004,435 6,452,480 6,704,142

人件費 1,644,603 1,517,571 1,512,551

総事業費 7,649,038 7,970,051 8,216,693

前年比(金額) 96,983 321,013 246,642

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果①ー1】区民一人1日あたりの家庭ごみ排出量　※低減目標

定義等 区収集ごみ量÷人口（該当年度の１月１日現在）÷365日　
指

単　位 g 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 510 500 490 480 470
(1)

実　績　値 547.2 532.8 516.2 496.3 R6 470

達　成　率 93% 86% 94% 88% 95% 91% 97% 95% -

指標名 【成果①ー2】区内のごみ量（区収集ごみ量+事業系持込ごみ量）　※低減目標

定義等 区収集ごみ量+事業系持込ごみ量　※事業系持込ごみ量は8月に確定
指

単　位 t 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 170,400 167,400 165,400 162,400 158,400
(2)

実　績　値 177,741 173,721 172,220 165,810 R6 158,400

達　成　率 96% 89% 96% 91% 96% 92% 98% 96% -

指標名 【活動①ー1】プラスチックごみ削減のため、マイバッグを使うなどして不要なレジ袋を断っている区民の割合

定義等 足立区政に関する世論調査
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - - 75 78 78
(3)

実　績　値 75.9 79.3 77 75 R6 78

達　成　率 0% 97% 0% 102% 103% 99% 96% 96% -

指標名 【活動①ー2】家庭ごみにおける未利用食品の割合　※低減目標

定義等 ごみの組成調査
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - - 3.1 3.6 3.6
(4)

実　績　値 - 4.1 3.8 3.



い

回収量については、高

ご

齢化等の理由により、

み

集団回収活動を廃止す

、

る団体や、全国的に新

粗

聞・

雑誌の購読数が減

大

少していることの影響

ご

もあり減少した。

2)

み

達成状況と原因分析を

）

踏まえた今後の方向性

も

　ごみ収集や資源回収

減

は、社会情勢の影響に

少

よりごみ量や資源回収

し

量は大きく影響を受け

た

るが、区民生活に欠か

。

せない事業である

こと

特

から、安全対策を十分

に

に行い、収集運搬を安

、

定的に継続して行く。

燃

　令和6年4月から、

や

プラスチック分別回収

す

を区内一部地域で先行

ご

実施している。分別方

み

法や収集曜日等が大き

は

く変更となるため、

区

令

民の方から具体的な分

和

別方法等の問い合わせ

4

もあることから、問い

年

合わせが多い内容につ

度

いては、随時、区ＨＰ

と

やＳＮＳを活用

し周知

比

していく。特にモデル

較

地区にお住いの区民の

し

皆様へは負担をお掛け

約

しているため、プラス

3

チック回収量を始めC

,

O₂ 削減効

果、リサイ

6

クル手法などについて

0

も、定期的に区ＨＰや

0

ＳＮＳ等を通じて丁寧

t

に周知していく。

　食

と

品ロス削減に向けて、

大

フードドライブ常設窓

き

口のほか、イベントで

く

の臨時窓口の実施を強

減

化し、区民の方が未利

少

用食品を提供

できる機

し

会を増やしていく。ま

た

た、節分やクリスマス

た

等の食品の余りやすい

め

時期に合わせて、フー

、

ドシェアリングアプリ

区

の紹介や

食品ロスを出

民

さない工夫について、

1

ＳＮＳ等で周知啓発し

人

ていく。

一日あたり

4

のごみ量も減少するこ

 

ととなった。令和

5年

担

度足立区政に関する世

当

論調査結果では、環境

部

への影響を考えて具体

に

的に行動していると回

お

答した人の割合が8割

け

弱と環境に対す

る関心

る

は高い。項目別にみる

評

と、「ごみと資源の分

価

別を実行している」割

（

合は、84.4％と高

部

いことも要因として考

長

えられる。

【指標2】

評

区内のごみ排出量は、

価

165,810tと令

－

和4年度比で6,41

１

0t減少した。内訳を

次

みると家庭ごみ4,0

評

95t減、事業系ごみ

価

は2,315t

減少し

）

た。世論調査結果から

そ

、環境への影響を考え

の

た行動している区民の

１

方の割合が増えてきて

1

いることや、社会情勢

)

の影響によ

る購買意欲

施

の低下なども要因の一

策

つとして考えられる。

の

【指標3】レジ袋の有

達

料化や継続的に行って

成

いるSNSや広報等で

状

の啓発により、一定程

況

度区民に定着してきて

と

いると考えられる。世

そ

論調査でもレジ袋を断

の

っている区民の割合は

原

約8割と高い割合を示

因

しているが、年代別で

の

見ると18～29歳の

分

若い世代が約6割と低

析

め

となっている。若い

【

世代が実践することで

指

更なるごみの減量が期

標

待できる。

【指標4】

1

未利用食品の割合は前

】

年度と横ばいであるも

区

のの、冷蔵庫の整理術

内

を紹介したパネル展示

人

や、継続的に行ってい

口

るフー

ドドライブの受

は

付窓口のSNSや広報

微

等での啓発により、食

増

品ロスを出さない意識

し

が一定程度区民に定着

て

してきていると考えら

い

れ

る。世論調査では、

る

買い物前に冷蔵庫の中

に

身を確認する、必要な

も

ものを事前にメモをと

か

る割合は約4割である

か

。年代別で見ると18

わ

～29歳の若い世代が

ら

低めの傾向にあるため

ず

、引き続き啓発してい

、

く必要がある。

【指標

い

5】様々な情報発信の

ず

効果で、ごみや資源に

れ

なるものの購入や繰り

の

返し使えるものは使う

ご

などの意識が向上した

み

。家庭ごみ

量も減少し

量

たが、資源回収量も大

（

きく減少しているため

燃

、資源化率は令和4年

や

度と比較しほぼ横ばい

す

となった。

【指標6】

ご

行政回収量は、ペット

み

ボトルについては、令

、

和4年度と比較しほぼ

燃

横ばいとなったものの

や

、古紙、びん・缶、食

さ

品トレイ

についてはい

な

ずれも減少した。集団



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

清掃関係一般管理事務 ごみ減量推進課3868 1,532 16,736 18,268 現状維持 Ｂ

清掃管理事務負担金支出事務 ごみ減量推進課3869 1,561 837 2,398 現状維持 Ａ

有料ごみ処理券販売事業 ごみ減量推進課3871 29,763 18,410 48,173 現状維持 Ｂ

東京二十三区清掃一部事務組合分担金の支出事務 ごみ減量推進課3874 3,312,526 1,674 3,314,200 現状維持 Ａ

ごみ収集運搬事業 足立清掃事務所3875 2,042,893 1,059,944 3,102,837 改善・変更 Ａ

清掃車両運営事業 足立清掃事務所3876 45,047 145,152 190,199 改善・変更 Ｂ

し尿収集運搬事業 足立清掃事務所3877 13,129 8,368 21,497 改善・変更 Ｂ

資源化物行政回収事業 足立清掃事務所3878 1,043,570 50,208 1,093,778 拡充 Ａ

集団回収支援事業 ごみ減量推進課3879 54,453 27,464 81,917 改善・変更 Ａ

浄化槽清掃助成事業 ごみ減量推進課3880 126 3,347 3,473 現状維持 Ａ

事業系廃棄物処理事務 ごみ減量推進課3881 11,841 46,861 58,702 改善・変更 Ａ

リサイクルセンター施設の維持管理事業 環境政策課3884 32,923 15,862 48,785 休止・終了 Ａ

３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）推進事業 ごみ減量推進課3888 12,411 39,104 51,515 拡充 Ａ

清掃事務所の運営事務 足立清掃事務所3895
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